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令和４年度　施策・基本事業マネジメントシート　（令和３年度実績に基づく評価） 作成日 令和 4 年 7 月 25 日
基本目標名 7 市民参加による自立したまちづくり
政　策　名 2 多彩な交流と情報共有によるまちづくり
施　策　名 1 国際交流・地域連携の推進

施策関係課 政策調整課、市民生活課、学校教育課

１．施策の目的と成果把握
この施策は、誰、何を対象としているか 対象指標 単位 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

佐野市の人口 人 118,450 117,706 116,982

友好姉妹都市・国内親善都市 都市 4 4 4

関東地方の大学・短期大学数 校 4 4 4

この施策によって、「対象」をどういう状態にするのか 成果指標（意図の達成度を表す指標） 区分 単位 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

目標 10.5 11.0 11.5 12.0

実績 9.0 11.2 10.2 8.2

目標 20 20 21 21

実績 19 19 19 19

目標 55 58 60 63

実績 55 51 52 51 市政に関するアンケート調査

目標 広報ブランド推進課資料

実績 広報ブランド推進課資料

２．基本事業の目的と成果把握
基本事業名 対象 意図 成果指標 区分単位 H30 R1 R2 R3 基本事業名 対象 意図 成果指標 区分単位 H30 R1 R2 R3

目標 350 355 360 365 目標 5 5 5 5

実績 291 287 254 237 実績 4 4 4 4

目標 3,100 3,200 3,300 3,400 目標 55 58 60 63

実績 1,354 1,289 189 251 実績 55 51 52 51

目標 25 25 27 27 目標

実績 22 23 24 24 実績

目標 1 1 2 2 目標

実績 0 1 0 0 実績

３．施策及び基本事業の目標達成度評価
令和３年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

全て達成

一部未達成

全て未達成

全て達成

一部未達成

全て未達成

基本事業名 令和３年度基本事業の取組方針 基本事業の取組方針・成果指標達成状況 基本事業名 令和３年度基本事業の取組方針 基本事業の取組方針・成果指標達成状況

取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成 取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成

成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成 成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成

取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成 取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成

成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成 成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成

４．施策の基本情報
社会情勢変化、国・県の動向、市民・議会意見等 施策の成果向上に向けての役割分担

市民 事業所 行政

５．施策全体の総括・今後の課題・今後の方向性
施策の成果実績と施策の基本情報及び施策コストに関する全体総括 今後の課題 今後の方向性

政策体系
施策主管課長

広報ブランド推進課

大澤　美希

施策の目的
「対　象」

①市民
②広域連携（友好・親善都市含む）の相手先自
治体
③広域連携団体（大学・短大等）

①
市内在住の外国人と交流している市
民の割合

％

② 広域連携団体数 団体

③
大学・短大と連携して実施している事
業数 事業

成果指標の
取得方法

④

相互理解
の環境づく
りの推進

①市民
②市内在
住の外国
人

市内で日本人と外
国人が相互に理解
しあって暮らせる。

① 国際交流協会会員数 人
大学との
地域連携
事業の推
進

大学・短大 近隣大学、市内短
大などの高等教育
機関と連携し、事業
の充実を図る。

①
連携している大学
数

大学

②
交流事業参加者
数

人 ②
連携している事業
数

事業

交流拠点
都市づくり
の推進

広域連携の
相手先団体
（企業を含
む）

広域的な連携を推
進し、事業の充実
を図る。

①
広域連携、包括連
携団体数

団体 ①

②
連携により実施す
る事業数

事業 ②

・国際交流協会の組織強化を図るため、広報さのへ協会活動の特集を掲載し、併せて市
ホームページやＳＮＳを用いて協会事業の紹介を行うことにより、市民の協会認知度及び
理解を高め、協会会員の増加につなげる。
・広報さのやＳＮＳを用いて国際交流協会活動の周知を行うことで、市民に国際交流機会
の提供と参加意欲を促し、国際感覚の醸成を図る。
・地域活性化を目的に、災害ボランティア支援をいただいた大学、自治体及び民間団体と
新たに連携協定協議を進める。

取組
方針

【施策の取組方針達成状況】
・国際交流協会の活動について、市ホームページや広報紙、SNS等を活用し周知に努めたが、感染症対策の観点
から中止となる事業が多く、交流の機会が減少したため、認知度の向上や会員数の増加、市民の国際感覚の醸成
を図ることができなかった。
・住友大阪セメント株式会社との包括協定の準備は整ったが、コロナ禍により締結式は延期となった。また、大学、
自治体、民間団体と新たな連携協定の協議を進めることができなかった。
【成果指標達成状況】
・「市内在住の外国人と交流している市民の割合」は、感染症拡大防止対策により交流活動に制限があったため、
目標12.0％に対して実績8.2％で目標は未達成だった。
・「広域連携団体数」は、災害派遣自治体や関係を深めた自治体との連携を検討したが、感染症防止拡大対策の
観点から協議を行うことが困難だったため、目標21に対して実績19で目標は未達成だった。
・「大学・短大と連携して実施している事業数」は、連携する4大学（佐野日本大学短期大学、東京農工大学、足利
大学、宇都宮大学）や協力関係にある高崎経済大学と連携し、行政課題等の解決に向け事業を実施したが、新た
な事業展開はできなかったため、目標63に対して実績51で未達成だった。

成果
指標

【基本事業の取組方針達成状況】
・国際交流協会の活動について、広報紙や市ホームページ等に掲載
するとともに、SNS等を活用し認知度向上に努めた。
・感染症拡大防止について国際交流協会と共同で多言語に翻訳し、チ
ラシや防災無線、広報車による注意喚起を実施した。
【成果指標達成状況】
・「国際交流協会会員数」は、コロナ禍により新規会員を獲得できず、
目標365人に対して実績237人で目標は未達成だった。
・「交流事業参加者数」は、コロナ禍のため中止となる事業も多く、十分
な活動ができなかったことにより、前年度から微増したものの、目標
3,400人に対して実績251人で目標は未達成だった。

【基本事業の取組方針達成状況】
・既存大学との連携は図れたが、新たな事業展開などを進めることがで
きなかった。
・災害時に協力いただいた大学やさのまる派遣を通して繋がった大学に
ついては、コロナ禍により行動制限等もあり、連携協定に向けた取組は
実施できなかった。
・高校生プロジェクトにより、市内高生の声を取り入れ、連携して事業に
取り組むことができた。
【成果指標達成状況】
・「連携している大学数」は、感染症対策により新たな大学等と連携に向
けた協議ができなかったため、目標5校に対して実績4校で目標は未達
成だった。
・「連携している事業数」は、共同で行う連携事業のほか、市の協議会等
への参画をいただいたが、目標63に対して実績51で未達成だった。

【基本事業の取組方針達成状況】
・住友大阪セメント株式会社との新たな包括連携協定について、協定
締結の準備は整ったが、コロナ禍により締結式は延期となった。
【成果指標達成状況】
・「広域連携、包括連携団体数」は、包括協定締結の準備は整ったが、
協定締結式が延期となったため、目標27に対して実績は24で目標は
未達成だった。
・「連携により実施する事業数」は感染症対策の観点から事業の実施
が困難だったため、目標2に対して実績0で目標は未達成だった。

・姉妹都市であるランカスター市との中学生相互交流事業については、感染症拡大防止のため
国外への渡航が制限されている中、実施することができなかった。
・国際交流協会が実施する国際交流フェスティバルやニューイヤーパーティなどの主要な事業が
中止となり、市民と市内在住外国人との交流の機会が減少した。
・在住外国人や外国人来訪者に向けて、国際交流協会と協力し多言語による市政情報や感染予
防について情報発信を行い、環境の整備に努めた。
・住友大阪セメント株式会社との包括協定の準備は整ったが、感染症拡大防止の観点から、締結
式は令和4年度へ延期となった。
・足利銀行株式会社との包括協定について打診があった。
・連携する4大学（佐野日本大学短期大学、東京農工大学、足利大学、宇都宮大学）や協力関係
にある高崎経済大学と連携し、事業に取り組んだが、新たな大学との連携協議には至らなかっ
た。
・令和３年度の決算額は、5,971千円となり、令和２年度の決算額5,993千円と比べ、22千円の減
額であった。
・令和３年度予算額6,278千円に対して、決算額5,971千円となり、307千円削減できた。

【令和４年度で解決する課題】
・特になし

【令和５年度以降にも引き継がれる課題】
①国際交流事業の活性化のため、国際交流協会の会員の
加入促進。
②外国人が安心して生活できる環境整備
③外国語での相互交流機会の推進
④地域課題の解決に向けた企業等との連携の強化

【令和５年度重点課題】
⑤地域活性化等のため、大学との共同事業の推進。

①国際交流協会の活性化のため、各種事業の取組につ
いて情報発信するとともに、市ホームページやSNS等を活
用し会員募集を行う。
②多言語による情報発信やAI技術等を活用した翻訳ソフ
トの導入により、外国人が安心して暮らせる環境を整備す
る。
③市民へ国際交流に関する情報や国際感覚を高める機
会を提供し、外国語によるコミュニケーション能力の向上
を図る。
④他自治体や企業との協定を見直し、事業の連携強化を
図るとともに、事業の趣旨に沿った新たな協定を検討し、
地域課題の解決や地域活性化に取り組む。
⑤大学等の専門的知見や若者の視点を取り入れることに
より、地域課題の解決や地域活性化に取り組む。

成果指標
設定の考え方

・市内で日本人と外国人がお互いの慣習・文化
の違いを理解し、多様な価値観を認め合えると
いう意図がどれだけ達成できているかを把握す
る指標とするため、採用した。
・都市間連携の取組状況が明らかになるため、
採用した。
・大学等と連携して大学等の持つ専門的知見を
市の事務事業に活用した状況が明らかになる
ため、採用した。

施策の目的
「意　図」

①お互いの慣習・文化の違いを理解し、多様な
価値観を認め合い交流する。
②行政の各分野における都市間の広域連携を
図り、事業の充実を図る。
③大学などの高等教育機関との連携を推進する
ことにより、事業の充実を図る。

施
策

基
本
事
業

相互理解
の環境づく
りの推進

・国際交流協会の活動内容を広
報紙、ホームページ、ツイッター
等各ＳＮＳを用いて周知紹介し、
市民の協会認知度を向上させ、
活動参加と会員増を図る。
・国際交流協会の情報発信に協
力し、市内在住外国人や外国人
訪問者が安心して行動できるよ
う、市民の国際感覚の醸成を図
る。

大学との
地域連携
事業の推
進

・既存連携大学との関係を深め
て、行政課題等の解決に繋げる
とともに、新たな事業展開を進
める。
・災害時のボランティアやさのま
る派遣等で繋がりのできた新た
な大学との連携協定に取り組
む。
・若者の将来の市内定着を目的
に、市内高等学校との連携協定
に取り組む。

交流拠点
都市づくり
の推進

・災害時の相互派遣など繋がり
のできた自治体、民間団体との
包括協定等、新たな締結を進
め、災害時の相互応援や地域
交流による新たな事業展開を図
る。

施
策
の
基
本
情
報

・感染症拡大の影響で、市を訪れる外国人が抑制されている中、令和２年度は市内在住外国
人は増加傾向にあったが、令和３年度は減少した。
・外国人へ対応した行政サービスを実施するため、多言語による実践的コミュニケーション能力
を身に付ける人材育成が求められている。
・令和元年東日本台風災害では、連携する大学だけでなく、多くの大学等のボランティア協力
をいただいた。今後ボランティアを通じた連携協定を検討する必要があるが、感染症対策とし
て学生ボランティア自粛などの影響を考慮した新たな大学連携方法が求められる。

・留学生との交流やホストファミリーにな
るなど、各種の交流事業に積極的に参
加する。
・市内在住の外国人との日常的な交流
を図る。

・交流事業を実施、または支援する。
・外国人と日本人の交流を促進し、国
際交流を推進する。
・高等教育機関は、内部にある知的財
産を市や地域に提供する。

・国際交流に関する情報の提供や国際感覚
を高める機会の提供に努めるとともに、国際
交流団体の育成と連携を図る。
・市内在住の外国人が、利用しやすい窓口を
整備する。
・大学等との積極的な連携事業を推進する。
・感染症対策を考慮した新たな連携協定方
法を検討する。
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